
表紙
振り返り的なタイトルよりは、市電の将来に向けた抽象的なタイトルでも良いかも。
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2026年（令和８年）５月

　軌道事業における上下分離導入後の状況を振り返り、これまでの取組
をまとめるとともに、現状の課題と今後の方向性を整理しました。



・乗車人員の減少等による赤字基調が続

き、従前の体制では存続が困難

・路面電車を将来世代へ引き継ぐため、持

続可能な経営形態を検討

令和２年（2020年）４月

上下分離の導入

【目的・効果】

①経営基盤の強化

②安全管理体制の維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、利用者
サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、公共交
通ネットワークの維持

上下分離について

１．導入の経緯

　旅客運送主体（㊤）と施設・車両の保有

整備主体（㊦）を切り分け

・旅客運送：一般財団法人札幌市交通事業

振興公社（以下「公社」という）

・施設車両の保守整備：交通局（以下

「局」という）　

２．上下分離の概要
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１．経営状況（１）

【乗車人員の推移】

・無料デー、周遊チケットを含む人数で入力してい

るが、最終的にバックデータは欲しい。
運賃改定

170円→200円

-２-

①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

上下分離前平均（H27-R元） 上下分離後平均（R2-R6） コロナ禍後平均（R5-R6）

23,881.6人 21,580.2人 24,608.5人

一
日
平
均
乗
車
人
員
︵
人
︶

① 経営基盤の強化

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・公社が運送事業に特化した経営に専念でき、経営効率化や新たな取組が可能となる
・局が経営を継続した場合と比較して、経費や人件費の縮減により収益性が高まり、累
積損益が好転するなど経営の安定・強化が図られる

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和
２～４年度の乗車人員は減少したが、乗客誘致策も
行った結果、令和５年度以降は回復



１．経営状況（２）

【乗車料収入の推移】

上下分離前平均（H27-R元） 上下分離後平均（R2-R6） コロナ禍後平均（R5-R6）

1,273.4百万円 1,239.6百万円 1,457.0百万円

H29.4.1～
運賃改定 170円→200円

(大人・普通運賃)

R6.12.1～
運賃改定 200円→230円

(大人・普通運賃)

乗
車
料
収
入
︵
百
万
円
︶
︵
税
抜
︶
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①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

コロナ禍以降、乗車料収入は乗車人員とともに増加
傾向であったが、全国的な物価高騰等の影響を受け、
令和６年度に平成29年以来となる運賃改定を実施



１．経営状況（３）

【広告料収入の推移】

-４-

・R6の広告料収入が、局と公社の回

答で違うので、確認必要。

①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

上下分離前にはほぼ横這いであった広告料収入は、
コロナ禍以降増加傾向にあり、収支の改善に寄与。

広
告
料
収
入
︵
百
万
円
︶
︵
税
抜
︶

上下分離前平均（H27-R元） 上下分離後平均（R2-R6） コロナ禍後平均（R5-R6）

45.8百万円 45.6百万円 52.5百万円



１．経営状況（４）

【運送事業者の収支】

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

収入

運賃収入 955 1,035 1,294 1,403 1,511

その他収入 415 419 460 492 504

計 1,370 1,454 1,754 1,895 2,015

支出

人件費・経費 1,028 1,041 1,126 1,157 1,170

施設使用料 604 409 671 735 774

計 1,632 1,450 1,797 1,892 1,944

経常収支 ▲262 4 ▲43 3 71

（百万円・税抜）

※施設使用料：整備事業者（局）が所有している施設を使用する対価。基本的な考え方としては、交通局が行う
施設等の建設改良に要した費用などを全て算入。

「※」は、経営計画のP.59から抜粋。
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①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

新型コロナウイルス感染症や、全国的な物価高騰、
人件費高騰の影響を受けたものの、令和２年度、４
年度を除き、経常収支は黒字となっている。

※令和２～４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、施設使用料の一部減免を実施。



２．運賃改定

区分 改定前 改定後 改定率

普通運賃
大人 200円　 230円　 15.0%　

小児 100円　 120円　 20.0%　

定期運賃

通勤
１か月

大人
8,190円　 8,690円　 6.1%　

３か月 23,330円　 24,770円　 6.2%　

通学

１か月
大人 5,870円　 5,930円　 1.0%　

小児 3,670円　 3,730円　 1.6%　

３か月
大人 16,720円　 16,900円　 1.1%　

小児 10,450円　 10,630円　 1.7%　

通勤通学
１か月

大人
7,030円　 7,310円　 4.0%　

３か月 20,030円　 20,830円　 4.0%　

貸切運賃
普通車 18,340円　 20,700円　 12.9%　

３連接車 22,000円　 24,840円　 12.9%　

どサンこパス 400円　 460円　 15.0%　

１日乗車券
大人 500円　 570円　 14.0%　

小児 250円　 290円　 16.0%　

24時間乗車券
大人 780円　 840円　 7.7%　

小児 390円　 420円　 7.7%　

少子高齢化や人口減少により、長期的には
乗車人員、乗車料収入の減少が予想される
とともに、電気料金や資材価格の高騰によ
る経費が増加し、経営を圧迫。

令和６年（2024年）12月に運賃改定を実施

区分 改定前 改定後 改定率

普通運賃
大人 200円 230円 15.0%

小児 100円 120円 20.0%

定期運賃

通勤（１か月） 大人 8,190円 8,690円 6.1%

通学（１か月）
大人 5,870円 5,930円 1.0%

小児 3,670円 3,730円 1.6%

改定の経緯等は、令和7年6月30日
令和7年度（2025年度）交通部会の資料から抜粋。
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①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

※定期運賃は利用頻度の高いお客様の利用定着のため、改定率を抑制。特に通学定期は家計への直接的な影響に配慮する
ため、改定前運賃に近い金額に設定



３．ダイヤ改正

Ｒ６.４月 Ｒ６.12月 Ｒ７.５月 Ｒ７.12月

運行便数（平日１日あたり） 279便 296便 253便 276便

【令和５年度以降】
　・運転手採用の応募者数の減や中途退職者の増により、運転手不足が発生

【令和６年（2024年）12月】
　・貸切運行一時休止
　・日中時間帯にパターンダイヤ導入　※毎時の発車時刻を統一（１周時間：導入前57分⇒導入後60分）

【令和７年（2025年）５月】
　・運行間隔の見直し（減便）

【令和７年（2025年）12月】
　・冬季の利用者増、運転手数の回復傾向を踏まえ、ラッシュ時間帯を中心に増便

【令和８年（2026年）４月】
　・ダイヤ改正を行わず、令和７年冬ダイヤを継続（実質増便）

(※)最多混雑停留場における運行間隔の平均を表記

・令和６年（2024年）12月：貸切運行一時休止、日中時間帯にパターンダイヤ導入
・令和７年（2025年）５月：運行間隔の見直し（減便）

・令和７年（2025年）12月：増便（一部便数回復）

運転手数の回復傾向冬期の利用者増
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①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

※パターンダイヤ：毎時の発車時刻を統一（１周時間：導入前57分⇒導入後60分）

※夏季に比べ冬季の乗車人員が多いことから、例年、年に２回ダイヤ改正を実施

※減便、増便にあたっては、特にラッシュ時間帯への影響に配慮

※運転手数は若干の
回復傾向にあるもの
の、採用状況は依然
として厳しい



＜まとめ＞

・運送事業に特化した公社が経営効率化を図るとともに、乗客誘致や広告料収入増の

取組を強化することで、物価や人件費の高騰の影響を受けながらも健全な経営を維持

＜今後に向けて＞

　　　・本格的な人口減少を迎え、乗車人員の大幅な改善を見込むことは困難

　　　・全国的な人手不足に対応するための処遇改善

　　　・物価上昇に伴う維持管理費の増加

　　　・金利の上昇による支払利息の増加

　　　・老朽化した施設・車両の更新

厳
し
い
経
営
環
境

乗客誘致や広告料収入増に向けた取組のさらなる強化
経費の一層の節減

安定的な人材確保・定着

-８-

①経営基盤の強化 ②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・公社が運送事業に特化した経営に専念でき、経営効率化に取り組むことが可能となる
・交通局が経営を継続した場合と比較して、経費や人件費の縮減により収益性が高ま
り、累積損益が好転するなど経営の安定・強化が図られる

※令和８年度は、人材確保の
ための人件費増や維持管理経
費の増等により、運送事業に
おける収支不足を見込んでい
るところ。



・内容の確認必要

・安全マネジメント会議は公社のみ

の取組なのかを確認する

１．安全への取組（１）

-９-

①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

【運送事業の職員体制づくり】

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

運行管理員 7 7 10 10 10

　－うち、局職員（派遣） 5 2 6 4 3

　－うち、公社職員 2 5 4 6 7

技術職員 15 15 15 16 15

　－うち、局職員（派遣） 11 11 11 9 7

　－うち、公社職員 4 4 4 7 8

② 安全管理体制の維持・継続

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・安全運行の要となる運行管理員※となる人材を長期的に確保できるようになる
・車両・設備の維持管理に係る技術を習得した職員がその専門業務を継続して担当する
ことが可能となり、将来にわたり安全運行のノウハウや技術・技能の継承を図ることが
できる

・交通局の非常勤運転手を公社の正職員として採用

・安全運行の要である運行管理員（運転手経験必要）の長期的な人材確保に向け
て、計画的な登用の実施

・施設・車両の維持管理を行う技術職員については、局から公社への技術継承計画
に沿って技術継承を進め、人数を増やしている

単位：人

※遅延・トラブル時の運行ダイヤ調整を含めた指令業務や配車計画の策定など、安全運行の要となる業務を担う職員。局の非常勤であった運転手が
公社の正職員になることで、運転経験が必要な運行管理員の計画的な登用が可能となる。



１．安全への取組（２）

未
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

【安全重点施策の策定】
・公社において、軌道運送事業の安全方針に基づき、年度毎に輸送の安全の確保に
関する「安全目標」を設定

・各部署は安全目標を達成するために必要な具体的な「取組計画」を策定し、達成
に向けた取組を実施

会議体 頻度(※) 会議体の趣旨

事故防止検討委員会
局：６回/年

公社：12回/年

・事故防止に関する基本的な方針や、事故等の再発防止策の検討を

実施する会議体

・局、公社それぞれが実施

軌道事業安全連携会議 ４回/年

・局、公社それぞれの視点での意見交換や、連携体制の検証等を実

施する会議体

・局、公社の安全統括管理者が共同で主宰

安全マネジメント会議 ４回/年

・軌道運送事業の実施・管理に関する事項について、輸送の安全確

保に必要な協議等を実施する会議体

・公社理事長が主宰

【会議体の開催状況】

輸送の安全確保、事故防止に関する事項や、再発防止策を検討するために、局・公
社において様々な会議体を設置

(※)いずれもＲ６年度実績値



２．事故、インシデント発生状況（北海道運輸局への届出件数）

項目
上下分離前平均
（H27-R元）

上下分離後平均
（R2-R7）

運転事故 2.0件 1.6件

輸送障害 6.0件 2.2件

インシデント 0.2件 0.4件

※写真等追加
（会議風景の写真）
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

➤　運転事故：軌道事故等報告規則に定める「車両衝突事故」「車両脱線事故」「車両火災事故」「道路障害事故」「人身傷害事故」「物損事故」
➤　輸送障害：運休または30分以上の遅延が生じた事態であって、運転事故の対象にならないもの
➤　インシデント：事故等が発生するおそれがあると認められる事態

＜上下分離前後の発生件数比較＞



＜まとめ＞

・運行管理員の計画的な登用や、維持管理に係る技術職員の長期配置により、安全運行

のための体制を構築

・局職員から公社職員への技術継承を行いながら、局・公社で協力し安全確保の取組を

進めたことで、上下分離後も運転事故等の発生を抑制

＜今後に向けて＞

・運転事故、輸送障害等は毎年発生していることから、事故を未然に防ぐための教育・

研修や改善策の実施、職員の技能向上を継続し、安全運行を守る専門人材を育成

・安定的な輸送を継続するため、軌道施設・車両について、老朽化対応等の必要な安全

投資を実施

局・公社のより密接な連携、専門人材の育成
中長期的な視点に立った安全投資
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（H31年2月21日　経済観光委員会資料より抜粋・編集）

・運行管理員は、運転手としての一定の経験が求められるととも

に、運行上の指示や命令を行う権限があるため、正職員に限定さ

れるが、運転手の約70％は非常勤職員（H30.11時点。運転手71名

のうち非常勤職員49名。））

(R8.1定予特（公明・竹内委員)の答弁から抜粋・編集）

➤運行管理員は、運転手としての一定の経験が求めら

れるとともに、運行上の指示や命令を行う権限がある

ため、正職員に限られるが、運転手の多くは非常勤職

員であり候補者が限定的

➤人事異動等による、専門性の蓄積しにくさ

①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・安全運行の要となる運行管理員※となる人材を長期的に確保できるようになる
・車両・設備の維持管理に係る技術を習得した職員がその専門業務を継続して担当する
ことが可能となるため、将来にわたり安全運行のノウハウや技術・技能の継承を図るこ
とが可能



１．主な取組状況（１）

＜広告販売業務の実施＞

・ラッピングトラムの販売を開始

・低床車両（シリウス）へのラッピング広告販売を開始

・停留場ネーミングライツを開始
（※ ラッピングトラム：路面電車の車体を広告でラッピングした商品）

＜パートナー契約の締結＞

・有楽製菓㈱、国分北海道㈱、moyuk SAPPOROとパートナー

契約を締結し、ラッピング車両の運行、イベントへの出展

を実施

▲停留場ネーミングライツ

▲ﾊﾟｰﾄﾅｰ契約締結によるﾗｯﾋﾟﾝｸﾞ車両の運行
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

③ 新たな事業展開による収益向上、利用者サービスの向上

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・公社の柔軟な発想による事業展開が可能となり、様々な利用者サービスの取組・向上
が期待できる



１．主な取組状況（２）

＜乗客誘致策＞

・記念乗車券　　

・No Maps等のイベントへの出展

・中央区制施行50周年記念事業への協力

・路面電車の日記念スタンプラリー実施
▲雪ミク電車記念乗車券の販売 ▲No Maps Sports2024

＜その他＞

・モバイル乗車券の発売　

・ＳＮＳ（Ｘ）を活用した情報発信

・鉄カードの作成　・クレカ乗車導入
モバイル版札幌市電１日乗車券▲ ▲鉄カード（第２弾　雪形）
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

＜企画電車の運行＞

・アート電車　・市電落語会電車

・花電車　・ポケモンラッピング電車

・雪ミク電車　・リバイバルカラー243号車
▲ポケモンラッピング電車 ▲花電車



＜まとめ＞

・新たな広告事業やパートナー契約の締結、企画電車の運行、乗客誘致策などを検討・

実施

・新たな乗車方式の導入など、利用者サービスの向上に向けた取組を推進

＜今後に向けて＞

・今後も厳しい経営環境が見込まれることから、時代に即した収益向上の取組や、利用

者サービス向上の取組を強化していくことが必要

乗客誘致や広告料収入増に向けた取組のさらなる強化

※写真等追加

-15-

①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

公社が事業展開を進めることで、利用者の

ニーズに合わせた柔軟なサービスの検討及

び実施が可能となっている



＜「札幌市地域公共交通計画（2024.11）」における路面電車＞

　引き続き、人や環境に優しく、魅力ある都心の創造に寄与する輸送機関として、着実に整備

事業を進めていくとともに、必要な機能を検討していく。
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

「札幌市地域公共交通計画（2024.11）」において、

「人や環境にやさしく、魅力ある都心の創造に寄与する輸送機関として、都心や周辺部での利便
性の高い生活を支える役割」とされている。

また、路面電車をまちづくりに活用する視点として、以下の３点が掲げられている。
　➤ 人の活動を支え促す交通環境づくり
　➤ 人をひきつける魅力的な空間づくり
　➤ 人の交流と賑わいづくり

そのため、上下分離後も以上のような路面電車の役割や、活用の視点に即した形で、引き続き取
組を進めていく必要がある。

人の活動を支え促す交通環境づくり

人をひきつける魅力的な空間づくり

人の交流と賑わいづくり

■路面電車活用の視点

人や環境にやさしく、魅力ある都心の
創造に寄与する輸送機関 として、都心
や周辺部での利便性の高い生活を支
える

■公共交通ネットワークにおける位置づけ

路面電車の活用の視点や公共交通ネットワークにおける位置づけを上下分離後も引き続き継承

計画とは別（追加）の話として、新たな設備投資は国の補助制度を活用し
て税負担で行うことを記載した方がいいかな

④ 路面電車のまちづくりへの活用、公共交通ネットワークの維持

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・施設・車両の保有整備を局が引き続き担っていくことにより、国の補助制度を活用し
ながら、税負担による低床車両の導入やバリアフリー対応等の新たな設備投資の継続が
可能となる

【参考】札幌市の計画上の路面電車の位置づけ



　老朽車両の更新とともに、新型低床車両を継

続的に導入

・A1200形（ポラリス・３連接）：３両

・1100形（シリウス・単車）：10両

・A1210形（ポラリスⅡ・３連接）：２両

　⇒R8～R10年度に３両導入予定

１．低床車両の導入

　街路拡幅工事に合わせてバリアフリー対応を

実施

＜バリアフリー対応完了停留場＞

・西４丁目　・狸小路　・すすきの

・資生館小学校前　・西15丁目

・ロープウェイ入口（外回り）

・東本願寺前

２．停留場の改良

　引き続き、人や環境に優しく、魅力ある都心の創造に寄与する輸送機関として、着実に整備

事業を進めていくとともに、必要な機能を検討していく。

　快適性向上のため、振動や騒音を抑えたレー

ルへの改良を実施

（令和８年３月時点：85.9％完了）

３．制振軌道化
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

「札幌市地域公共交通計画
（2024.11）」において、

「人や環境にやさしく、魅力ある都心
の創造に寄与する輸送機関として、都
心や周辺部での利便性の高い生活を支
える役割」とされている。

また、路面電車をまちづくりに活用す
る視点として、以下の３点が掲げられ
ている。
　➤ 人の活動を支え促す交通環境づ
くり
　➤ 人をひきつける魅力的な空間づ
くり
　➤ 人の交流と賑わいづくり

そのため、上下分離後も以上のような
路面電車の役割や、活用の視点に即し
た形で、引き続き取組を進めていく必
要がある。



＜まとめ＞

・老朽車両の更新に合わせた新型低床車両の導入や、街路拡幅工事に合わせた停留場

の改良など、国の補助制度を活用しながら効率的にバリアフリー対応を進め、誰もが

利用しやすい環境を整備

＜今後に向けて＞

・車両・施設の老朽化への対応が引き続き必要

・引き続き国の補助制度を活用するなど、安定的な財源の確保が必要

中長期的な視点に立った施設・車両更新の実施

各種費用の増嵩に対応可能な財源の確保
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①経営基盤の強化
②安全管理体制の
　維持・継続

③新たな事業展開による収益向上、
　利用者サービスの向上

④路面電車のまちづくりへの活用、
　公共交通ネットワークの維持

<上下分離導入時に想定されたメリット>
・施設・車両の保有整備を交通局が引き続き担っていくことにより、引き続き低床車両
の導入やバリアフリー化を継続することが可能
・新たな設備投資は国の補助制度を活用して実施していくことが可能

＜今後に向けて＞

・車両・施設の老朽化への対応が引き続き必要

・税負担による設備投資（利便性向上）を続けるとともに、国の補助制度を確実に

活用し、負担抑制を図れるよう、関係機関との継続的な協議が必要

中長期的な視点に立った施設・車両更新の実施
各種費用の増嵩に対応可能な財源の確保



全体まとめ
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　上下分離導入後、新たな事業展開や経営効率化などの効果を発揮し、サービス向上や環境整備

を図りながら、安全運行を維持

１．これまでの成果

➤経営をとりまく環境の変化への対応

　　物価や人件費の高騰等が継続しており、収支状況が厳しさを増す中で、運転手等の人材確保

　のための処遇改善や、車両・施設の老朽化に対応する必要がある。

２．現状の課題

➤健全経営の維持

　・乗客誘致や広告料収入の増、経費の一層の節減に向けた取組を強化

　・必要な安全投資や利便性向上、各種費用の増嵩等に対応可能な安定的な財源の確保

➤安定的にサービスを提供するための職員体制の維持

　・人材の確保・定着に向けた、処遇改善等の実施

　・専門人材の育成

３．今後の方向性


